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午後 ４時２９分開会 

○尾崎座長 それでは、そろそろ定刻でございますので、ただいまから第６回公文書管理の在

り方等に関する有識者会議を開催いたします。 

 有識者の皆様には、大変ご多忙にもかかわらずご出席をいただきまして、ありがとうござい

ます。 

（テレビカメラ退室） 

○尾崎座長 それでは、早速議事に入らせていただきたいと思います。 

 本日の運びを大づかみに申し上げますと、まず有識者からのヒアリングを行いまして、それ

が終了した後、論点討議に移りたいと考えております。有識者からのヒアリングは、本日は野

口貴公美先生にお話をお願いしたいと存じます。野口先生のお話が終わりました後、事務局か

ら補足的に諸外国における文書管理の状況について説明してもらいまして、それから野口先生

のお話も含めまして、質疑応答を行いたいと考えております。 

 その後、論点討議に入るわけでございますが、皆さんのご意見を加えながら、毎回、論点に

ついて少しずつ足して今日に至っているわけですが、ある程度のボリュームになってまいりま

したので、論点討議ということをこれからは専らそれに移っていきたいと思っております。 

 その論点討議の前に、事務局から先進国にふさわしい公文書管理の在り方などの若干の資料

について説明をしてもらいまして、それも含めましてご議論をいただきたいと思います。 

 では、冒頭に上川大臣から一言お願いいたします。 

○上川担当大臣 座長、ありがとうございます。 

 本日も大変皆様お忙しい中を、第６回ということでご参集いただきまして、改めてこの場で

厚く御礼を申し上げます。ただいま、座長からもお触れになっていただきましたが、本有識者

会議は３月の初会合以来、約２カ月半にわたりまして議論を重ねてまいりました。中間報告の

取りまとめの時期も迫りつつあるということでございます。 

 そこで私といたしましても、これまでの５回の有識者会議の議論を踏まえながら、事務方と

よく相談をして、世の中に問うべき内容という形で、第一弾の整理をしてみたところでござい

ます。その際、公文書は国も地方も、また一般の方々も、現在及び未来に生きるだれもが利用

すべきものであるということ、そして公文書の適切な管理は、行政事務の効率性の向上や、職

場環境の改善にも資するものであること、そうした基本的な考え方に立ちまして、各省、また

神奈川県など地方の公共団体、その他よい取り組み、工夫を実践している先進事例や、諸外国

の現状も十分に参考にしながら、先進国にふさわしい文書管理のあるべき姿として、いわばゴ
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ールド・モデルの構築とその実現を目指したいと思っております。 

 そうした方針のもとで、今回、文書管理の実態を踏まえまして、幅広いご協力と合意のもと

で、取り組みを前進するという明確な意思を反映させた第一弾として、資料４の先進国にふさ

わしい文書管理の在り方について（方向性）ということで、第一次案を提示したいと思ってお

ります。 

 本日は、まず野口委員からのアメリカの公文書管理法制や、ＮＡＲＡの現状についてご報告

をいただくことになっております。ゴールド・モデルの実現のためには、最先進国ともいえま

すアメリカの実情につきましてご議論をいただくということは、極めて有意義ではないかと考

えております。野口委員からのご報告、意見交換の後に、資料４に基づきましてご討議してい

ただくこととなるこの資料につきましても、さらに踏み込むべき点や、抜けている点がござい

ましたら、率直にまた積極的にご意見をちょうだいしたいと思っております。 

 なお、私も連休中、中東のオマーン国を訪問いたしました。ハイサム遺産文化大臣等と意見

交換を行ってきたところでございます。その報告概要として、ご参考までに席上にお配りをし

ているものでございますので、お目通しいただければ幸甚に存じます。 

 委員の皆様におかれましては、精力的なご議論と、また忌憚なきご意見をいただきますよう、

改めてお願い申し上げまして、私のあいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

○尾崎座長 大臣、ありがとうございました。 

 では野口先生、お願いいたします。 

○野口委員 中央大学の野口でございます。本日は大変貴重なご報告の機会をいただきまして、

ありがとうございます。時間が15分と限られておりますので、早速、入らせていただきたい

と思うのですが、諸外国の公文書管理制度についてという表題をいただいていたんですけれど

も、外国の話について私がお話しできるとすれば、アメリカの連邦法の話であるということで、

きょうはその話を中心にご紹介させていただこうと思っております。 

 資料１というものをお配りいただいておりますが、それの４ページ目をごらんいただきたい

んですけれども、３年前に高橋先生が座長を務められているＮＩＲＡの研究会で勉強させてい

ただく機会をいただきまして、そのＮＩＲＡの研究会ではイギリス、ドイツ、アメリカという

諸国を取り上げた勉強をしてまいりました。そこに参加をさせていただいていたということで、

本日は非常にまたとない機会でございますので、その成果をまず、一部お伝えできればという

ふうに考えております。 
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 資料の４ページ目、資料１と書いてありますところに、非常に大まかにまとめさせていただ

いておりますが、ＮＩＲＡの研究会を経て、諸外国の制度比較を行う際に、一つ非常に重要で

あるというふうに学ばせていただいたことは、いずれの国においても文書管理の歴史や文化と

いうものがあり、各国の制度というのはそういう歴史や文化に基づいて、その上に構築され、

歴史や文化を反映させたものになっているのだという点でございます。 

 まず一番左のイギリスでございますが、イギリスは中世から司法記録を中心に、全国のそこ

ここで公文書の蓄積、ストックというものがございました。ストックの実績はあったわけでご

ざいますけれども、全国的に見ると、その制度は統一したものではなかったということから、

全国的にその記録管理を一元化する必要性というのが論じられ、1838年の公記録館法という

法律があるんですが、その法律によって記録長官というところに、文書管理の監督権限を一元

化して担わせるという仕組みを構築するというところからスタートしております。 

 1958年の公記録法というのがございますが、この公記録法は記録長官が担っていた一元的

な権限を大法官に移行させたというものでございます。したがって、現在のイギリスの仕組み

というのは、一元的な管理権限を有する大法官が、みずからの権限の詳細については行為規範

という形で定め、その行為規範に基づいて管理を行うという仕組みになっております。大法官

は決して文書管理のプロではございませんので、その文書管理の専門的な知見を導入するとい

う点で、公記録官庁でございますとか、公記録諮問委員会というものを設け、そこから専門的

な知見を導入するという仕組みに組み上がっておるようでございます。 

 続いて、ドイツでございますが、ドイツは公文書管理、現用文書の管理については、伝統的

に行政内部の規律に基づいて行ってきたという歴史がございます。現在でもその状況は変わっ

ておりませんで、現用文書の管理については、行政内部の規律で行われているというのが、ド

イツの制度の特色であるといえましょう。そういう意味で、レジュメにも書かせていただきま

したとおり、中間書庫についても法的な位置づけは与えられていないというのがドイツの状況

でございますが、それにもかかわらず、行政とそれから公文書館との間で、記録の移送という

のが非常にスムーズに機能しているという背景には、公文書館と行政との間に十分な信頼関係

が構築されているという点に求められるのであろうというふうに分析されております。 

 最後に、一番右に書かせていただいたアメリカでございますが、以前、この会議の席上で、

高橋先生のご発言だったかと記憶しておりますけれども、アメリカというのは新しい国である

と。ヨーロッパの諸国に比べて、新しい国が記録をいかに残していくかという視点から、記録

の保存の場を設けて、きちんとそこを確保しておくということが重要であろうというところか
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ら、公文書管理の仕組みというのが組み上がっていくことになっております。その記録管理の

記録保存の場としての公文書館に必要な権限というものは何かというところから、記録の評価

権でございますとか、選別権、処分権といった行為類型について、きちんと制度化しておく必

要がありましょうというところで、1939年に記録処分法というのが生まれてくるという経緯

にございます。したがって、アメリカの議論というのは、保存場所がまずあってそこに必要と

される権限は何かと。その権限をどうやって制度の中に散りばめていくのかというところで、

制度が組み上がっているようでございます。 

 現在の制度は、レジュメにも書いてございますが、公文書管理についてはＮＡＲＡの長官が

一元的な権限を有するオムニバス方式というのがとられておりまして、ＮＡＲＡの長官、文書

管理の統括権を有するなどと表現されることもございますけれども、これは日本語の表現でＮ

ＡＲＡ長官といってしまうと、余り伝わらないかもしれませんが、英語で表現すれば、The 

Archivist of The United Statesという名前で、非常に権威ある職であるということが、名

前からもうかがわれると言われております。 

 以上のように、イギリスとそれからドイツとアメリカの制度の概要について、簡単にご紹介

をさせていただいたんですけれども、これを見てまいりますと、各国の制度の仕組みの背景に

は、やはりまさに各国なりの文書管理の歴史でございますとか、文書管理の文化というものが

存在しており、それを反映する形で制度が組み上がっていると。したがって、制度の表面のみ

を単純に比較するだけでは、見えてこないものもあるのかなというふうに私なりに感じている

ところでございます。 

 その上で、きょうはアメリカの連邦制度について、資料１の１枚目に戻っていただきまして、

これまでに事務局の側で何度か見せていただいておりました論点整理表に基づいて、それぞれ

の項目について、現在のアメリカの状況を示すとすればどうなるかというのが、レジュメの１

枚目から３枚目、本体の部分に当たる部分でございます。ただ、先ほど座長のご説明にもござ

いましたように、アメリカ以外の諸外国も踏まえた形で、既に事務局が別途、各国の制度の詳

細については別の資料を用意してくださっているようでございますので、以下、私のご報告で

は、アメリカのそれぞれの規定というのが、どういう形で全体の制度の中で位置づけられてい

るのか。例えば、それは法律で対応されているものなのか、それとも規則レベルで対応してい

るものなのか、または運用レベルの話なのかという点を少し注目しながら、概要をご紹介する

ことができればというふうに思っております。 

 アメリカの制度を見る際に、注意を要すると思われますのが、きょうのレジュメの６ページ
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目になるんですけれども、アメリカの連邦の公文書管理というのは、一つの統一法で、１本で

規定されているというものではございませんで、合衆国法典の第33編に織り込まれている幾

つかの法律群で構成されているという点を留意しておく必要があるように思われます。また、

アメリカも記録管理の状況、もしかすると質疑応答の中で出てくるかもしれませんが、記録管

理の現状というか、どうやっているかというお話なんですけれども、きょうはちょっと時間が

ございませんので、資料の７ページ目に図示をさせていただいております。こういう形で記録

の処分手続きというのが進んでいると。行政機関が策定するレコード・スケジュールに沿って

行われるということになっております。詳細につきましては７ページ目と、それからあと別途、

ＮＩＲＡの書籍のコピーをお配りいただいておりますので、そちらを適宜、ご参照いただけれ

ばというふうに思っております。 

 ちなみに、本日ご紹介しておりますのは、アメリカの連邦レベルの話でございます。アメリ

カは連邦制をとっておりますので、連邦の制度のほかに、州の制度というのがもちろんあるわ

けでございますが、記録管理について申せば、連邦の記録については連邦の制度で、州の記録

については州の制度で管理するということになっております。州の制度は日本でいえば国に当

たる存在でございますので、州ごとにさまざまでございます。記録管理、レコードマネジメン

トと、それからアーカイブ歴史資料の管理というのを、連邦法と同様に同一の組織が担う、オ

ムニバス形式をとっている州もございますようですし、それからそうではなくて別々の組織で

担うというセグメント方式がとられている州もございますようであります。州ごとに、アーカ

イブス、公文書館の位置づけと、組織法上の位置づけというのも、州ごとにさまざまでござい

まして、ＮＡＲＡのような独立機関型の州もあれば、州立図書館の一部門として位置づけてい

るというような州もあるようでございます。 

 州のお話は、私はそれほど勉強しておりませんので、連邦法の話を中心にきょうはご紹介さ

せていただければと思っております。レジュメの１枚目の目的というところから入りたいんで

すが、括弧の中に４桁の数字が出てくるこれが法律の条文番号に当たります。目的の規定は、

2902というところに法律上うたわれてはいるんですけれども、ごらんいただいてわかるよう

に、非常に書きぶりはあっさりとしております。ただ、このあっさりとした書きぶりではある

んですけれども、冒頭の話にございましたように記録管理というのが現在の国民のため、また

は将来の国民のために資料を残し、それをみんなが利用できる、そこに目的があるのだという

のは、自明のこととして認識されておりまして、○の３つ目でございますが、1997年にＮＡ

ＲＡが発表した戦略計画書の中でも、ＮＡＲＡの使命としてそれぞれのものが「貴重な証拠的
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記録」を利用できるようにする。これがＮＡＲＡの使命であり、文書管理の目的なのだという

ふうにうたわれているところでございます。 

 それから、対象範囲についての定義の規定でございますが、文書管理の管理ルールを適用す

る文書の範囲につきましては、処分法、記録処分法というのが一番最初に法律群の中で出てく

るんですけれども、3301というところに定義がございます。そこに書かせていただいている

とおり、連邦機関により作成、受領されたものとされておりまして、アメリカの定義によりま

すと、立法府、行政文書だけではなくて、立法府、司法府を含めた連邦政府記録が法の対象に

なるというふうに規定されております。 

 ただ、大統領の記録につきましては、大統領記録法という別の法律がございまして、本日は

その法律のご紹介はさせていただいていないんですけれども、大統領記録については大統領記

録法で所管をするという仕組みになっております。ＮＡＲＡに移管をする移管対象となる記録

の範囲（２）というところでございますが、これについてはＮＡＲＡの権限を定めるＮＡＲＡ

法という法律の中に、移管の対象として条文が規定されております。2107の(1)というところ

になりますけれども、歴史的価値その他の価値があるとＮＡＲＡ長官が認定した記録、これを

移管の対象とするというふうに法律の中で定義されております。 

 行政機関からＮＡＲＡへの移管に当たっては、行政機関からＮＡＲＡに対して、ＮＡＲＡの

利用についての制限を附す規定というのがございまして、本日、それはレジュメには載せてい

ないんですけれども、2108の(a)という条文がございます。移管に当たって、現省庁、行政機

関のほうがＮＡＲＡでの利用についてはこういう制限を附して利用をさせてくれという、制限

条件を附することができるという規定がございます。きょう、お配りいただいておりますレジ

ュメの（２）の上から３つ目のところに、2018の(a)の条文をちょっと引いてあるんですが、

この表現、余り正確ではないので、後で差しかえさせていただこうと思っておりますけれども、

この規定は何かと申しますと、今、お話しいたしましたように、移管に当たって現省庁が制限

条件を附することができるんですが、この制限条件について、行政機関が廃止されてしまった

後については、その制限を解除したり、または新たに制限を附したりする権限は、ＮＡＲＡ長

官が有するということが、2018の(a)というところに書いてございましてそういう形で修正を

させていただこうと思っております。 

 レジュメ１ページ目の３というところに入りますが、記録の管理につきましては、これは連

邦機関の責務として、連邦記録法という法律の中に規定をされております。アメリカでは作成

保存義務の条文があるというのは、ご周知のとおりかを思われるんですけれども、２ページ目
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を見ていただきまして、これは3010という規定になります。各連邦会機関の長の責務として、

情報、記録を作成し、これを保存しなければならないという形で、条文上は規定されておりま

す。 

 少しとばしまして、中間書庫の規定でございますが、アメリカではＮＡＲＡの設置する中間

書庫のことはレコードセンターというふうに表現しております。この中間書庫の法律上の根拠

は、したがってＮＡＲＡ長官の設置権限があるという形で、ＮＡＲＡ長官の権限として定めら

れております。2907という条文になります。ＮＡＲＡ長官がレコードセンターを設置、管理、

運営するという仕組みになっております。これは1999年に法律ができまして、その法律によ

ってＮＡＲＡのサービスを有料化するということになっております。 

 （３）の３つ目の○ですが、中間書庫で保存される文書の管理権は、原局行政機関が持つと

いう仕組みになっておりまして、ＮＡＲＡの職員は、共通フォーマット、スタンダードフォー

ムというんですが、SF135という書類によってそれを台帳につづると。行政機関が中間書庫に

書類を送るときに、附表のような形でそのSF135というのをつけまして、それを台帳にしてＮ

ＡＲＡの職員がスケジュール管理を行う、廃棄の代行なども行っているようでございます。 

 （４）の延長・移管・廃棄というところでございますが、冒頭、きょうは省略しますとお話

しさせていただいたところなんでございますが、行政機関の記録の管理というのは、レコー

ド・スケジュールによって管理をするというのがアメリカの仕組みでございます。したがって、

移管や廃棄の詳細についても、スケジュールの中に定め、そのスケジュールを実行するという

形で規定されていることになります。移管や廃棄については、スケジュールに定められると。

そのスケジュールの策定に当たっては、ＮＡＲＡ長官の許可を得なければならないという仕組

みになっております。したがって、もし既にあらかじめ決めた記録の保管年限を延長するとい

う場合には、スケジュールの変更というよりは、また新たにスケジュールをつくると表現した

ほうがよろしいかもしれませんけれども、そのときにはＮＡＲＡ長官の許可を得てリスケジュ

ールするという形になっておるようでございます。 

 （５）というところでございますが、移管後の記録の取り扱いにつきましては、2108の(a)

という条文がございまして、これは管理責任者はＮＡＲＡ長官であるというふうに定められて

おります。したがって、ＮＡＲＡにおける公記録の保存や配置、それから利用提供、これもＮ

ＡＲＡ長官の権限として行うということになっており、その詳細についてはＮＡＲＡが定める

ＮＡＲＡ規則という規則群が大量にあるんですけれども、その規則によって定められるという

ことになっております。 
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 （５）の○の３つ目になりますが、論点整理表の中に出てきていた著作権法との関係でござ

いますが、アメリカでは連邦政府文書には著作権法の適用がないという整理になっております。

ただ、民間から寄贈される文書をＮＡＲＡが収受するということも可能になっておりますので、

著作権が問題になるとすれば民間寄贈文書についてということになります。著作権法では民間

寄贈文書についても、著作権法上の特定条件利用に当てはまる場合には利用ができるというこ

とになっており、ＮＡＲＡにおいてもその状況は変わっておりません。ただ、物の本によりま

すと、果たして本当に特定条件に該当する利用なのかどうか。著作権法違反がないかどうかと

いう問題が発生するおそれがあるわけですが、これについては著作権者と著作権物の著作物の

利用者との間で問題を解決しろというスタンスで、ＮＡＲＡはその紛争については関与せずと

いう取り扱いになっているようでございます。 

 それから現用文書との取り扱いの整合性についてですが、これは以前の会議で宇賀先生から

既にお話があったところでございますけれども、ＮＡＲＡの保有文書については、ＦＯＩＡ、

情報自由法が適用されるということになっております。プライバシーアクト、個人情報保護法

については、適用除外の条文がございますので適用はありませんが、プライバシーの問題につ

いては、ＮＡＲＡの詳細な規則でプライバシーの問題について配慮するということになってい

るようでございます。 

 レジュメの３枚目の（６）というところでございますが、ＩＴ化に対応した文書管理の問題

でございますけれども、ＮＡＲＡでもアメリカでももともとは電子文書について、それをプリ

ントアウトし、そのプリントアウトしたものを管理するという形がどうもとられていたような

のですが、ただ、電子文書に独特の、電子文書に含まれている情報がそれでは保存できないと

いうことが、訴訟などを通じて機運が高まっていくことになりまして、現在では電子データと

いうのは電子データで受け取ったデータは、可能な限り電子データで保存するという取り扱い、

スタンスに立っているようでございます。このあたりは主にＮＡＲＡ規則でございますとか、

運用レベルで対応をされているようでございます。 

 法律の動きといたしましては、国際資料研究所の小川先生に教えていただいた情報なんです

けれども、ことしの４月に電子メールの保存が余りうまくいかないということで、その電子メ

ールの保管について、ＮＡＲＡの長官の発言権を認めるというような、電子メール保管法の制

定の動きがあるやに伺っております。 

 （７）の制度の適正運用を確保する仕組みというところでございますが、法律の中に規定さ

れているものを中心に重要だと思われるものを幾つかピックアップさせていただいております。
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まず、一番最初の○ですが、レコード・スケジュールの履行状況については、ＮＡＲＡの長官

が調査・検査を行う権限というものが認められております。ＮＡＲＡの長官はこの検査権に基

づいて検査をし、各行政機関に対して指導を行うというような仕組みになっております。 

 それから２番目の○ですが、各行政機関には、記録が違法に廃棄をされないように、処分を

されないように、保全措置を講ずる義務というのが定められておりまして、これに対応するも

のとして、ＮＡＲＡ長官には行政機関保全措置をとらない場合に、保全措置を要求する権利、

行政機関に対して要求する権利というのが定められております。それから罰則でございますが、

ＮＡＲＡ長官の承認を得ない文書の廃棄については、その当事者に対して罰金または禁固、そ

の両方を科するという罰則の規定がございます。 

 一つ飛ばしまして、人材教育、研修という点なのでございますが、これはＮＡＲＡ長官に記

録管理研修プログラムを提供する権限があるという形で、法律の中に2903(c)(3)というふう

に書かせていただいていますが、そこの研修プログラムをＮＡＲＡで提供する権限、ＮＡＲＡ

長官には権限があると。法律の中に書き込まれているというのがアメリカの制度の大きな特徴

ではないかと考えております。ＮＡＲＡ長官は法律によって権限を与えられておりますので、

この権限に基づいて非常に多様な研修プログラムというのを提供しているようでございます。 

 ４番目の文書の利活用と、それからＮＡＲＡの組織形態というところにつきましては、時間

の関係がございますので、書いてあるところをお読みいただいて、ご報告では省略をさせてい

ただこうと思っておりますが、５番目の一番最後に書いたところでございますが、前回の会議

のときに座長から、行政機関にとって記録管理の相談をするような、記録管理のプロに相談で

きるような、そういう仕組みが重要ではないかというお話があったと記憶しておりますけれど

も、その観点から申しますと、アメリカの仕組みでは、ＮＡＲＡの長官、ＮＡＲＡの職員とい

うのが、行政機関、連邦政府の機関にとっての記録管理の相談相手として位置づけられている

というところが重要であろうと思われます。これは2904(a)というところに規定があるんです

が、記録の適切な処分を確実にするために、ＮＡＲＡの長官は連邦機関に対してガイダンスや

援助を提供する、そういう権限があると規定をされておりまして、またこの権限規定に基づい

て、 Targeted Assistanceと書かせていただいておりますけれども、例えば Targeted 

Assistanceというような連邦機関の職員をサポートする、ＮＡＲＡがサポートする。専門ス

タッフによるアシスタントプログラムなどが運用されているようでございます。 

 以上、非常に駆け足でございましたが、アメリカの連邦の記録管理の仕組みについて、それ

ぞれの事項がどういう形で制度の中に散りばめられているのかという点を中心にご紹介をさせ
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ていただきました。ただ、まことに恐縮ながら、私自身はまだＮＡＲＡでの実地調査の経験は

ございませんので、その運用面の具体化の話などにつきましては、ぜひ本日ここに集われてお

られる委員の先生方に、補足でありますとか、修正でありますとかということをしていただけ

ればというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 ありがとうございました。皆さん、いろいろお伺いしたいことがあると思います

が、先ほど申しましたように、まず事務局の諸外国における文書管理の状況という報告を聞き

まして、それからまとめて質疑に入りたいと思います。 

 どうぞ。 

○山崎室長 それでは、資料２に基づきまして簡単にご説明したいと思います。 

 野口先生の立派なプレゼンの後で、ちょっとご説明するのが気恥ずかしいんでございますけ

れども、この現用文書の部分につきましては、正直申しまして必ずしも十分情報を持っている

わけではございません。それで今、外務省にお願いして在外公館等を通じた調査も今始めてい

るところでございまして、それが整いましたらまた改めてご紹介したいと考えております。 

 まず法制度でございますけれども、アメリカ以外を中心に申しますと、ドイツはこの法律で

やっていると。またフランスも文化遺産法典のうちの２章に文書の項目がある。また、イギリ

スも韓国もこういう法制度を持っているというようなことのようでございます。 

 また２番目の文書の作成・保存につきまして申しますと、先ほどのプレゼンにございました

ように、アメリカあるいは韓国は法律に規定しておりますけれども、ドイツは例えば連邦省に

おける公文書の作成と管理のための記録ガイドラインに定められていると。また、イギリスも

大法官の行為規範ということで、法律以外に規定ということになっております。 

 また、２枚目でございますが、文書の保存期間の設定につきましても、アメリカは法律、ま

たイギリス、ドイツ、韓国につきましては各行政機関において決定しているところでございま

すけれども、イギリスは法律、ドイツはガイドライン等となってございます。 

 次に延長・移管・廃棄でございますけれども、先ほどのご説明のとおり、アメリカはＮＡＲ

Ａ長官が延長権限を持っておりますけれども、イギリスにつきましては、大法官が承認を与え

るけれども、30年経過した後は記録のレビューと助言について公文書館に申請すると。また

韓国はここに書いているようなことになっているようでございます。 

 また、移管につきましてはアメリカはレコード・スケジュールで規定、それに対してドイツ

は連邦省からの公的任務の遂行のために、もはや必要でなくなったすべての記録の引き渡し申
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請義務を、連邦公文書館法に規定しておるようでございます。 

 また、フランスはこの合意によるというふうに文化遺産法典に規定されているようでござい

ます。イギリスはこれも法律に規定があるようでございます。韓国もここに書いているところ

でございます。 

 廃棄につきましても、これはアメリカはＮＡＲＡ長官がレコード・スケジュールを審査し、

廃棄の承認の権限がある。またドイツは書面による連邦公文書館の同意ということになってお

りまして、フランスは文書保存行政庁と、各省庁の合意によると。これも法律に規定されてい

るようでございます。韓国は所管記録物管理機関の審査、イギリスは各行政機関において規定、

大法官の行為規定等によっているようでございます。 

 次に参考資料として諸外国、国立公文書館の名称というのを載せてございますけれども、こ

れは大きくグルーピングすると、下に書いてございますように、Ａ、Ｂ、Ｃの３つに分けられ

るのではないかということで、１番目のＡ、これはNational Archivesと称されるものという

ことで、所管する政府機関の下に、独立した組織として公文書館が置かれていると。もちろん

ＮＡＲＡはいわゆる本省業務的なものと一緒になっていると。これがＡでございます。 

 次のＢ、アメリカはこの次のＢでございまして、公文書管理を所管する行政組織と公開保存

を中心とした公文書館が一体となった組織というのが、１つの２番目のグループ、また３番目

のＣは国立公文書館と国立図書館が一体となったものということで、カナダが代表例というこ

とになっております。 

 簡単でございますが、以上でございます。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 それでは、野口先生のご説明、それから事務局の説明内容とあわせまして、ご質問、ご意見

をいただきたいと思います。どなたからでも結構でございますので、どうぞ。 

 野口先生からご指摘がありましたように、ＮＡＲＡ長官というのはThe Archivist of The 

United Statesだというのは、なんかもうそれで全部説明されているような気がしますね。目

からうろこという感じですね。大分、菊池さんより偉いですな。 

○菊池館長 カウンターパートとしてよく会いますけれども。 

○尾崎座長 ええ。持っている権限がね。 

○菊池館長 今のアレン・ワインシュタインというのは、歴史学者でして、いろいろ本なんか

の著作もしている人です。その前任の館長、ジョン・カーリンというのは、カンザス州知事を

やっていた人なんですね。カンザス州知事をやっていた人ですから、どちらかというとまさに

－11－ 



アドミニストレーターでマネージャー。今のアレン・ワインシュタインというのはヒストリア

ンで、かなり資料についての中身に立ち入った議論をする方です。ただ、議会での承認のとき

は、かなり彼自身の保守的なオリエンテーションゆえに、なかなか上院の承認が得られなかっ

たというようなことがあった。いずれにしても、大変立派な方ですし、その下には膨大なスタ

ッフがいるというようなことです。 

○尾崎座長 いかがでしょうか。 

 何か、宇賀先生。 

○宇賀委員 それでは、今、野口委員のほうから非常に要領よくご紹介が 

ありましたけれども、若干補足をさせていただきたいと思います。 

 まず、今、野口委員のほうからもお話しありましたように、アメリカの記録管理の一つの特

色として、大統領記録という特別なカテゴリーがあります。現用文書の段階からいわゆる連邦

記録と言われているものと別のカテゴリーとして大統領記録というのがありまして、情報自由

法、ＦＯＩＡの適用は連邦記録に限られていて、大統領記録は除かれています。現用の段階の

大統領記録に関しては、大統領がほぼ独占的にいいますか、自由に管理できる仕組みになって

います。ただ、大統領が退任いたしますと、それについては今度はＮＡＲＡのほうで管理しま

すが、前大統領が一定のな条件をつけることができる特別な仕組みがあるということが１点で

ございます。 

 それからこれも先ほど野口委員のプレゼンテーションにございましたように、アメリカの連

邦の制度の一つの特色として、連邦政府の著作物については、原則として著作権がないという

ことです。切手のデザインとか若干の例外がありますけれども、基本的には連邦政府に著作権

がないということです。アメリカは連邦制ですので、州については必ずしも一様ではないわけ

ですが。こういう仕組みがどういうところから出てきているかとかということですけれども、

よく言われるのがアメリカでは連邦政府の著作物は、結局国民の税金でつくったものであるの

で、したがって、それを利用する段階でまたお金を取るというのは二重取りになるという意見

が非常に強いのですね。こういった考え方が影響しているのかなと思います。ただ、この考え

方はアングロサクソン系諸国で一般的かというとそうではなくて、例えばカナダとかイギリス

はクラウンコピーライトといって、政府の著作権を認めていますので、アメリカの連邦の特色

ではないかなというふうに思います。 

 それからアメリカでこの国立公文書館ができるに当たりましては、特に全米歴史協会と言わ

れる歴史学者たちの協会ですけれども、ここが非常に強く国立公文書館の設立を要求しました。
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これがかなり影響力を持ったということが言われております。それから1801年だったと思い

ますけれども、当時、軍事省とそれから財務省の一部が焼けてしまいまして、貴重な政府の資

料が失われたという、そういう歴史的な経緯がありまして、そのことが耐火設備を伴ったしっ

かりとしたその公文書館を設立する必要性を強く認識させる一つの契機になったというふうに

言われております。 

 あと、もう一点、昨年の12月にＦＯＩＡが改正されました。その前の大きな改正が1996年

ということですので、10年以上たって大きな改正があったんですけれども、改正内容はいろ

いろありますけれども、ＮＡＲＡとの関係で一つ重要なのは、ＮＡＲＡに新しい機能を昨年の

12月のＦＯＩＡ改正で付与しているという点です。一つはこのＦＯＩＡ、情報公開に関する

いろいろな政策に関して、ＮＡＲＡにそれが履行されているかどうかについての監視をさせ、

さらにその政策の提言までさせる、そういう機能を与えたということと、それから開示請求権

者とそれから行政機関との間で、開示請求をめぐって紛争が生じたときの調停機能ですね。こ

れをＮＡＲＡに与えるという新しい内容が、昨年の改正で組み込まれています。この法律が施

行されるのはことしの12月31日ですので、まだ施行されてはいないんですけれども、単に文

書管理にとどまらず、情報公開の面でもそういう機能をＮＡＲＡの中にＯＧＩＳという組織を

置きまして、そこにそういう機能を与えようとしているという点が注目されるということが言

えるかと思います。 

 以上です。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 ほかに、どうぞ、加藤先生。 

○加藤委員 では、簡単に２点ほど。野口先生のお話、大変興味深く伺いまして、特にそれぞ

れの国が持っているそのバックグラウンドですね。歴史や文化というものを踏まえなければ、

現実的に制度ができても動かないだろうという点は非常に感じ入りました。前回、上川大臣と

ご一緒に、日銀の金融研究所アーカイブスに参りましたときも、現実的に動かすにはどうした

らいいかということを上川大臣がかなり緻密にご質問になっていた姿が印象に浮かびますので。

そういう観点から申しますと、イギリスの場合でしたら司法系プラス非常に専門的な知見を持

つ公記録管理官というようなもので運営する、そしてドイツの場合でしたらに、行政プラスそ

れと非常に信頼関係のある公文書館というもので運用する、アメリカの場合は、広大な国土を

活かした広い場所で保管できる環境と、新しい歴史を持つ国家というものの組み合わせで運用

できている。そういうふうに考えていきますと日本は何かといったときに、先ほど来、やっぱ
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り先進国としてふさわしいゴールドプランというようなキーワードが出てきて、非常に感銘を

受けたわけですが、ただ、今例えば経済の指標でも、ＧＤＰとかいうものが例えば上り坂にあ

るような産業的な発展をする国の指標をはかるには非常にいいけれども、なかなかこれが日本

のような国の活動の活発さをはかる指標としては、適当かどうかというような言い方もあると

き、先進国としてふさわしいというような言い方だけでいいのかなという気もするんですね。 

 というのは例えば明治まで、もしくは戦前期までの日本の官僚制というものを考えた場合に、

比較的新しくつくられる維新政府的な新しい国家のイデオロギープラス、非常に優れた政策立

案能力、シンクタンク的なものを持つ官僚制、これがやっぱり70年、80年の日本の伝統だと

思います。敗戦後は、新しいまた占領下に置かれるところから新しくスタートするわけですが、

そうしたとき、日本なりの歴史や文化というのを踏まえたときに、まさに霞ヶ関のいい意味で

の伝統というんでしょうか、政策立案能力なり、最も安価で効率の良いシンクタンクとしての

機能、こういうものを行政が非常によく担ってしまったという言い方はあれですが、そういう

国の歴史や文化を踏まえた上での公文書管理を目指すんだというようなところをちょっとお加

えになると、先進国のゴールドプランといっただけよりも、何か非常にいいものを背負えると

いう感じがいたします。 

 それから野口先生のお話で、やはり尾崎座長が先週おっしゃった各省庁に対するアシスタン

トといいますか、アドバイザーのようなものがレコード・スケジュールの現場に立ち会うとい

うようなことの重要性を尾崎座長も指摘しておられて、実際、アメリカでもそういう人たちが

いるんだということをご指摘になられたことは、非常によかったと思います。 

 私も伺ったところでは、例えば国文学資料館のアーカイブズ研究系ですか、あそこでは学習

院大学大学院などのアーキビスト養成とはまた少し違った、情報系に強いといいますか、今の

文書管理などにふさわしい短期や長期の公文書管理の養成プログラムのコースなどもあるよう

ですね。ですから、そのアシスタント、助言というような形での道というのも、幾つかあり得

るんではないかと思いました。 

 以上です。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 高橋先生いかがですか。 

○高橋（滋）委員 最近、本務校の授業の関係で出席できず、かつ、きょうも本務の関係でお

くれまして、大変失礼いたしました。 

 私は、ドイツのほうが多少土地勘があるものですから、ドイツの制度について少し問題意識
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をもっています。ドイツの場合、皆さんご存じのように、連邦内務省で現用のところはしっか

り管理した上で、あとはその移管義務を課して公文書館に確実に移管するということを期待す

ると、こういう制度になっています。なぜそういう制度になっているかというのは、前にもち

ょっとお話ししましたが、一つには法文化という話があると思います。しかし、その一方、連

邦内務省の規則の中に、実体的基準が定められています。例えばこれはNIRAの研究会におい

て、木藤さんというドイツを調査された方がおっしゃっているんですが、「文書管理は後から

理解し得るような透明な行政活動を確実にし、適正な記録資料の前提となるようなものでなけ

ればならない」といったような、実体的内容が規則の中に入っています。さらにいうと、完全

性と統一性の原則ということで、文書作成は完全であり、かつ統一的でやらなければいけない

というような、内容面の規律が入っております。このように、文書がきちんと管理されるとい

うことが、伝統の確認といいますか、そういう形で規範として明確になっているというのは、

ドイツの一つの特徴です。このように、実体的規律にしたがって、きちんとやられていること

を前提に文書移管義務を課せば、自動的に公文書館に入っていくということになっているので

はないかというふうに思っております。 

 イギリスについても過去に私は調査したのですけれども、法改正で大法官に文書管理権限を

統一化したということがあるわけです。1958年ということになっていますが、これは現用と

それからいわゆる歴史的な文書の管理について、基本的な最高責任者である大法官が統一的に

管理するという趣旨に基づくものであります。したがって、現用文書の管理というものについ

て、どういうことを考えていくのかということは、我々が考える上でも非常に重要な点ではな

いかというふうに思いました。 

 その上で、一点ちょっとアメリカについても私は前に調査も行ったんですが、法整備等につ

いては土地勘がなくて、野口委員にちょっとお聞きしたいのです。私は、ＧＳＡの長官が現用

文書について、ＮＡＲＡの長官と同じように平行的に管理権限を持っているというふうに理解

していたんですが、きょうのレジュメですとＧＳＡの長官が本来持っていた経済的かつ効率的

な管理についても、この3303(a)条でＮＡＲＡの長官がプログラム審査権を有すると、こうい

うことになっているようです。この辺はＧＳＡ長官の権限というのはなくなったのかという疑

問が生ずるところでありまして、最近の事情はわからないので、その辺について野口委員にお

聞かせいただきたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

○野口委員 ご質問、ありがとうございます。 
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 ＧＳＡ長官の権限についてはきょうは全く触れられていないのですが、法律の名前を書いて

ある５枚目の資料を見ていただきますと、44USC29というところに、今高橋先生のお話にあっ

たように、ＮＡＲＡ長官とそれからＧＳＡ長官の権限ということで、規定残ってございますの

で、ＮＡＲＡ長官の権限がふえて、ＧＳＡ長官の権限が減ったということはございませんで、

こちらの法律の中でＧＳＡ長官の権限についてもきちんと残されて、定められているという状

況にございます。 

○尾崎座長 先生、大法官って英語で何て言うんですか。 

○高橋（滋）委員 Lord Chancellorではなかったですか。 

○尾崎座長 さっきのＮＡＲＡ長官の名称と同じで、フランスの名称もすごいですね。文化遺

産法典というのはあるんですね。フランスに。 

 どうぞ。 

○高橋（伸）委員 いろいろ勉強させていただきました。その上で制度の適正運用を確保する

仕組みについて、お伺いしたいと思います。 

 野口先生のところでは、３ページ目の（７）というところでご説明いただいたんですが、エ

ンフォースメントのために、アメリカでは調査検査権とか、保全措置義務とか、要求権とか、

罰則、行政訴訟の提起等々が挙げられておりますけれども、実際にその公文書をめぐるトラブ

ルの状況というのが、アメリカ及び各国で実際にどのような形で起きているのかということを、

もしご存じでしたら教えていただきたいと思います。日本の場合には、公文書をめぐるトラブ

ルから発して、特にこういう会合を開いているというふうに私は認識しているんですが、海外

と日本のそういったトラブルの違いなども、少し教えていただけるとありがたいと思います。 

 それと、このエンフォースメントとして、野口先生のところで教えていただきましたのが、

ＮＡＲＡ長官による記録管理研修プログラムの提供ということがありました。法律でその提供

の権限を与えられているということなんですけれども、私は余り法律に詳しくありませんが、

日本の場合には、例えばこの教育研修というのは何々せねばならないというふうな形で、公務

員に義務づけるとか、何か別の対応もしないと、これがきちんと実効性が確保できないように

思うですが、この点に関してはアメリカはどのようになっているのかというのを教えていただ

けるとありがたいです。 

○野口委員 まず最初の点で、トラブルの状況なんですが、全体像を調べたことはないんです

けれども、制度の改善に向けて、例えばここでＮＡＲＡ長官は記録の廃棄の許可を出している

が、本当にその許可でいいのかとか、それからＮＡＲＡ長官がこういう規則をつくったが、そ
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の規則、その状況でいいのかといったような訴訟が起こりまして、その訴訟を通じて訴訟、負

ける場合も勝つ場合もありますけれども、議論が喚起して高まっていくといような状況にある

ようでございます。 

 先ほどちょっとご紹介させていただいた、電子記録管理の問題でございますが、これについ

てももともと訴訟、下級審の判決が出ておりますけれども、最初はプリントアウトして電子メ

ールの記録を保管していたというものが、それでは例えばヘッダーの裏についているような、

目には印刷すると見えなくなってしまうような情報が残らないのではないかという議論が高ま

るきっかけになったのも、その裁判、訴訟でございました。 

 それから後者の点で、アメリカでは研修プログラムをすることができるという権限規定はあ

るんですけれども、法律上はそれを行政機関に義務づけるという規定はございません。ただ、

以前、平成15年に既に存在する、平成15年の外国法の研究の調査の報告書というのが、加藤

先生、後藤先生が参加された報告書があるんですけれども、その報告書を読んでおりますと、

行政機関の側で研修修了者に対して、認証をするというような仕組みに関する議論がどうもあ

るやに伺っております。 

○尾崎座長 よろしいですか。 

○高橋（伸）委員 もしほかの諸外国のほうでも、もしトラブルの事例等ありましたら教えて

いただきたい。 

○山崎室長 ちょっとこれは資料２に書いてある以外のことは、ちょっと今、調査中でござい

ますので、調査の結果がわかりましたらまた改めてご報告したいと思います。恐縮でございま

す。 

○尾崎座長 それも調査してください。 

 ほかにございますでしょうか。 

 次に予定されておりますのが、論点討議でございますので、また論点討議の中で野口先生に

対するご質問なんかがございましたら、どうぞご自由にご発言いただくことといたしまして、

論点討議のほうに移りたいと思います。 

 先ほどちょっと大臣も触れられましたが、資料３と資料４というのは、これまでの有識者の

皆様のご議論を踏まえまして、大臣みずから、事務局と一緒に中間報告に向けて一つ総括をし

てみたというものでございます。それに基づいて皆様の議論をさらに深めていただきたいと思

います。 

 では、事務局、お願いします。 
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○山崎室長 それでは、まず私のほうから資料３と資料４の関係を簡単にご説明した後、資料

４のまず朗読をいたしまして、その後、資料４についてご説明したいと考えております。 

 資料３をまずお開きいただきたいんでございますけれども、前回、似たようなＡ３の大きさ

で一覧表を作成いたしましたけれども、前回は各省庁の現状、そして各省庁からの意見要望、

そして民間出向者からの意見提案といったようなものを一覧表にいたしました。 

 それをベースにこの資料３はここに書いてございますように、制度等の現状、そして問題点、

そして各省庁におけます工夫した取り組み、これらを踏まえてあるべき姿に向けてどうしてい

ったらいいのかというのを書いた欄、そして制度的措置の検討事項、留意事項ということにな

ってございます。 

 それでこのあるべき姿に向けてというのをやや文章化したのが、この資料４ということにな

ってございます。したがいまして、ちょっと資料３と資料４は重複いたしますので、資料４を

中心にご説明したいと考えております。 

 では、ちょっと資料４をまず朗読したいと思います。 

○岡本企画官 資料４につきまして、朗読をさせていただきたいと思います。 

 先進国にふさわしい文書管理の在り方について（方向性）（第一次案）。 

 １．現状認識。 

 （１）保存期間満了前の誤廃棄や、倉庫への放置など文書管理に係る不適切な事例は行政に

対する信頼を失わせるものであり、その再発防止は不可欠。一方で、過度に厳格な文書管理の

ため、行政の現場が萎縮したり、事務遂行が停滞することのないよう、留意が必要。 

 （２）情報公開法の制定により、文書管理について一定のルール化がなされたが、各府省の

具体的な運用レベルの対応はまちまち。来年は情報公開法の制定から10年となる大きな節目

であり、これを機に文書管理の在り方を抜本的に見直す必要。 

 （３）将来の公民への説明責任という観点から、文書の適切な作成保存が必要という職員の

意識が十分でなく、国立公文書館への文書の移管が進んでいない現状も踏まえ、歴史的に重要

な公文書が保存されるよう、職員の意識改革を図るとともに、公文書管理担当部門の機能強化

が必要。 

 ２．文書管理の理念。 

 （１）文書作成義務の法定化、文書ファイルの標準化等により行政の意思決定過程を通した

文書を体系的に保存し、「文書を通した説明責任（アカウンタビリティー）」を果たす。 

 （２）文書の誤廃棄や行方不明を防止するとともに事務の効率化を図るため、随時文書の所
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在を特定できる文書管理システムを構築し、「文書の追跡可能性（トレーサビリティー）」を

確保する。 

 （３）公文書管理担当機関の関与等により、文書管理サイクル全体を通して適切な管理を行

う体制を整備し、「文書の信用（クレディビリティー）」を確保する。 

 → 以上の３つを通して、先進国にふさわしい文書管理体制の確立を目指し、「行政全体に

対する信頼（リライアビリティー）」を確保する。 

 ２ページ目にまいります。 

 ３．制度設計に当たっての基本的な考え方。 

 （１）文書管理サイクルにある障害を除去し、作成された文書が一貫してかつ体系的に保存

される仕組みをつくる。 

 （２）適切な研修、人材育成等により、文書の作成・管理をレベルアップするとともに、職

員全員が自分のミッションを明確に自覚して誇りを持って文書を作成し、愛着を持って堂々と

歴史に残せる仕組みをつくる。 

 （３）文書管理の責任の所在を明確にしつつも、基準の明確化、専門家のサポート等により、

制度の運用・判断について現場に過重な負荷がかからないようにし、業務遂行が効率的・円滑

になされるような仕組みをつくる。 

 （４）各府省の文書管理の実態・問題点を踏まえ、現に取り組まれている優良事例の土台の

上に、あるべき文書管理の仕組み（ゴールド・モデル）の実現を目指し、必要な実施体制を確

保するとともに、明確な実施スケジュールのもと、計画的に取り組む。 

 （５）国民の共有財産である公文書を広く国民や海外からの利用に供していくため、公文書

がより一層利活用される仕組みをつくる。 

 ４．文書管理の適正化のための論点及び方向性。 

 （１）文書の作成。 

 ○行政の遂行に当たっての文書主義を法律で明確にすべきではないか。 

 ○作成・保存すべき文書についてどう考えるべきか。意思形成過程や事務・事業の実績を合

理的に跡づけることができる文書が作成・保存されるよう、業務の内容や文書の性格に応じ、

外形的基準と定性的基準を明確化すべきではないか。意思決定にかかわる行政機関外の組織等

とのやりとりに関する文書についても、最大限作成・保存していくために、どのような方策が

考えられるか。 

 ３ページ目にまいります。 
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 （２）整理・保存。 

 ○必要な文書が利用しやすい形で保存されるためには、作成された文書が適切に整理・保存

されることが必要不可欠であり、その重要性を十分認識した上で、具体的方策を検討すべきで

はないか。 

 ○政策立案・決定過程の一層の明確化を図り行政の説明責任を果たすためには、政策類型や

文書の性格に応じ保存すべき文書の範囲を明確化し、行政文書ファイル作成の標準化を図るべ

きではないか。その際、業務や文書を定型・非定型に分けて考えていくことが必要ではないか。 

 ○分類・保存方法、保存期間などについて、基準の精緻化・明確化を図るべきではないか。 

 ○米国のように、文書の保存期間、期間満了後の措置などを定め「レコード・スケジュー

ル」のようなものを導入することは可能か。例えば行政文書ファイルに登録する際、保存期間

満了後の移管・廃棄の評価・選別を一次的に行うことは可能か。 

 ○保存方法については、重要文書の散逸防止や文書管理の効率化を図るためには、一定期間

終了後に原課から文書管理担当課に管理を移管すべきではないか（例えば10年以上保存する

文書については、６年目に文書管理担当課で管理することとするなど）。 

 ○プロジェクトチームのように、一定期間終了後に組織が解散となる場合にも、文書が適切

に保存されるよう、方策を検討すべきではないか。 

 ○整理・保存が適正に行われるよう、監査等のチェック体制の充実強化を図る必要があるの

ではないか。そのため、監査等について法令で義務づけてはどうか。その場合、外部からの視

点を導入する必要があるのではないか。 

 ○文書管理に関する研修を体系的に整備し、職員が自主的・積極的にこれらの研修に取り組

む仕組みを設けるべきではないか。各府省による研修に加え、各府省共通の研修も設け、適切

な役割分担のもと、職員の資質向上を図っていくべきではないか。 

 ４ページ目にまいります。 

 （３）延長・移管・廃棄。 

 ○延長・移管・廃棄の判断を統一的・整合的に行う仕組みを考える必要があるのではないか。

その際、公文書管理担当機関が統一的な基準を策定し、判断基準の明確化を図るべきではない

か。 

 ○各府省の延長・移管・廃棄の判断に際して、公文書管理担当機関の関与はどうあるべきか。

現行のように、各省が保存期間満了時に方針を決め、各省と内閣府（公文書館は意見を言う立

場）が合意しない限り文書は移管されない、という仕組みでは、各府省側の判断が優先され、
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内閣総理大臣と国立公文書館側の専門的意見が尊重されないということになるとの批判がある

が、これについては公文書管理担当機関に新たな権限を付与すればよいのか。権限以外の問題

はないのか。権限の強弱に応じて、各府省からの届け出、報告徴収、承認等の関与が考えられ

るが、文書管理の適正性確保や、事務の効率性との関係で、どの程度の権限を付与すべきか。 

 ○中間段階において、文書の評価・選別を行う仕組み（中間書庫）が必要ではないか。対象

文書の範囲や、中間書庫を各省ごとに設けるか、各府省共通に設けるかについては、個々の文

書の保存期間や性格等の違い、各府省の文書管理の適正性や効率性との関係を踏まえ検討すべ

きではないか。 

 ○延長・移管・廃棄について文書管理の専門家（レコードマネージャー・アーキビスト）を

公文書管理担当機関または各府省に配置し、専門的・技術的視点から関与していくべきではな

いか。 

 （４）文書の利活用の促進。 

 ○現用（中間段階を含む）、非現用のライフサイクルの中で、文書がそれぞれの位置づけに

応じ、より一層利活用がなされるようにするために、どのような方策が考えられるか。 

 ○移管後の文書の公開ルールはどうあるべきか。現用文書と非公開の範囲について整合性を

とるべきではないか。国民のためには法令で定めるルールにのっとって、原則公開するという

基本方針を保持しつつ、どのような手段・方法を講じることが可能か。 

 ５ページ目にまいります。 

 （５）公文書管理担当機関の機能・役割。 

 ○①作成・保存すべき文書の範囲、保存期間、分類等についての基準づくり、改訂、②延

長・移管・廃棄に関する基準づくり・改訂、重要文書の延長・移管・廃棄への関与、③監査・

研修に関する基準づくり・改訂やその実施などが公文書管理担当機関の主たる機能ではないか。 

 ○上記機能を果たすに当たっては、例えば「文書管理委員会（仮称）」のような有識者の意

見を聞く場を設け、それに諮った上で決定することとしてはどうか。 

 （６）公文書管理担当機関の組織の在り方。 

 ○公文書管理担当機関は上記の機能・役割を果たすために、十分な権限・機能を持つべきで

はないか。内閣府、総務省、独立行政法人国立公文書館からなる現状の体制のままでは、公文

書管理担当機関全体として、このような機能・役割を果たすことは難しいのではないか。 

 ○その一方で、立法府・司法府の文書の受け入れも念頭に置いた場合、行政部内の機関のま

までは調整が円滑に進まない可能性もあり、現在の国立公文書館のような文書受け入れ・保存
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機関としては独立行政法人とは別の行政部門のみを対象とするのではない、「特別な法人」に

することも考えられないか。 

 ○以上を勘案すると、組織形態としては、①制度官庁・公文書館の機能を内閣府に一元化し、

内部部局・外局または特別の機関として位置づける案、②制度官庁（内閣府に一元化）及び公

文書館の機能を一体化せずに、それぞれ機能を強化し、国立公文書館の組織形態については上

記のような特別の法人とする案、③総務省及び内閣府に分かれている現状を踏まえ、企画事務

を行う２つの制度官庁、実施事務を行う国立公文書館をそれぞれ拡充・強化する案の３つを軸

に検討するべきではないか。 

 ○上記役割・機能を果たしていくためには、人員・施設の計画的整備を図り、先進国にふさ

わしいものにしていく必要があるのではないか。 

 ６ページ目にまいります。 

 （７）その他。 

 ○対象文書について、行政文書以外の独立行政法人、地方公共団体の文書の取り扱いをどう

考えるか。行政文書と同様の法の網をかけるのは現実的ではなく、適切な管理・保存等につい

ての「努力規定」にとどめるのか。 

 ○立法府及び司法府の文書については、国立公文書館法に基づき、国の機関として既に国立

公文書館における文書収集対象となっているところであるが、その実効性をさらに高めるため

には、どのような方策が考えられるか。 

 ○民間の文書の取り扱いについてどう考えるか。民間に対して文書管理の義務を課すことは

できないのではないか。民間の文書について寄贈・購入等により公文書管理担当機関が受け入

れる仕組みはつくるべきか。 

 ○国の機関から独立行政法人に、あるいは独立行政法人から民間法人に組織形態の変更があ

った場合の文書の保存等についてどう取り扱うべきか。少なくとも組織形態の移行前の文書に

ついては、もとの組織で適切に管理するようにすべきか。 

 ○ＩＴ化に対応した文書管理、デジタル・アーカイブス化についてどう考えるのか。ＩＴ化

を推進する一方で、今後の技術革新や記録媒体の劣化等のリスク（紙媒体の優位性）も考慮す

ることが必要ではないか。 

 以上です。 

○山崎室長 ちょっと私のほうから、補足的に説明いたしますと、１は現状認識ということで

すけれども、２の理念ということで、この文書管理の分野というのはどちらかというと地味な
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分野でございますので、世間にアピールするためには何かキャッチフレーズ的なものが必要で

はないかというような問題意識のもとに、ここでは説明責任、追跡可能性、文書の信用と、そ

ういうものを通して行政全体に対する信頼という記述してあるところでございますけれども、

またよい理念等があれば、ご指摘いただければと考えております。 

 次の３は、制度設計に当たっての基本的な考え方を５項目述べたところでございまして、４

以降が具体論というところでございます。まず文書の作成につきましては、先ほどアメリカで

は3101条によって法律で文書主義を法定化しているという話がございましたけれども、この

行政の遂行に当たっての文書主義を法律で明確にすべきではないかという視点。また、その作

成・保存すべき文書、範囲が各担当者によって似たような類似の業務をやっていても違うとい

うことはやや問題ではないかということで、こういう意思形成過程、あるいは事務・事業の実

績を合理的に跡つけることができる文書を作成・保存するにはどうしたらいいか。 

 まだ、あわせて下のほうに意思決定にかかわる行政機関外の組織等とのやりとりに関する文

書、これについてもどうしていけばいいのかと。新聞情報によりますと、公務員法の公務員制

度改革につきまして、その政官接触の制限というのが議論になっていて、その与野党合意では

接触禁止はしない限りに、そういう議論の内容あるいはしゃべった内容をちゃんと記録で残し

て、情報公開の対象にするといったようなことも報道でありましたけれども、そういう国会の

先生方と行政機関とのやりとり、あるいは関連業界・団体と行政機関とのやりとりといったよ

うなものを、行政機関外の組織等とのやりとりということで記述しているところでございます。 

 次の３ページの整理・保存でございますけれども、ここも実態調査によりますと、いわゆる

組織的共用文書、行政文書ということでございますけれども、多いのは課長説明あるいは課長

での検討段階から保存しているというのが多くなっておりますけれども、その一方で補佐から

保存しているとかいうような省庁も見られましたけれども、これらについて完全に全部統一と

いうことができるのかどうかはわかりませんけれども、政策類型あるいは文書の性格に応じて、

その範囲を明確化・標準化を図るのかどうか。どこまでやったらいいのだろうかということに

つきまして、またご意見を伺えればと考えております。 

 また、下に書いてございますように、米国のようなレコード・スケジュールのようなものを

導入することは可能か、導入するとしたらどのようなものになるのかと。また、今保存期間満

了まで各局の原課で保存されて、延長・移管・廃棄について、基本的には原局で判断されてい

るというようなものが実態だということが浮かび上がりましたけれども、やはり散逸防止のた

めには、一定期間終了後に原課からその総括課、文書管理担当課に管理を移管すべきではない
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かと。また同じく実態調査では、やっぱり３年から５年たったら余り利用しないというような

結果もございますので、そういうことから例えばということで、10年以上保存する文書につ

きましては、６年目に文書管理担当課で管理といったようなものはすべきではないかと。 

 また、プロジェクトチームのように、一定期間終了後に組織が解散となる場合、これも文書

が散逸するもとになりますので、ＮＡＲＡではこういうようなものについても、ちゃんと法律

で権限が書かれているようでございますけれども、文書が適切に保存されるためにはどういう

方策が必要なんだろうかと。また、監査等のチェック、そして内部監査、外部監査という言葉

がございますけれども、外部からの視点を導入するというのはどういうふうにしていったらい

いんだろうかと。あと、研修等について書いてあるところでございます。 

 ４ページの（３）延長・移管・廃棄、これらにつきましては先ほどの野口先生のプレゼンで、

ＮＡＲＡ長官が非常に強い権限を持っているというようなご説明があったわけでございますけ

れども、その延長・移管・廃棄の判断を統一的・整合的に行う仕組みを考える必要がある。そ

の際、統一的な基準を策定して、判断基準の明確化を図るべきではないかと。またその関与で

も、いろいろこの幅がございますので、ここに書いてございますように、各府省からの届け出、

報告徴収、承認、そういう弱いものから強いものにいろいろな関与がございますけれども、ど

のような権限を付与すべきかという話、また中間書庫につきましても、連邦記録法の2907条

で規定されているというようなご説明がございましたけれども、我が国では当然のことながら

まだまだ法律の規定もありませんし、そういう中間書庫についてどういうふうにすべきか。ま

たその専門家、この一つ現用文書の管理に重点を置けば、レコードマネージャー、また歴史的

文書という観点に重点を置けば、アーキビスト、余り二分法というのは適切ではないかもしれ

ませんけれども、強いて言えば、そういうふうに分類されるのかもしれませんけれども、それ

を公文書管理担当機関にプールしておくのか、あるいは各府省に配置するのか、あるいは両方

なのかといったようなことも今後検討する必要があろうかと思います。 

 利活用ということでは、この移管後の公開ルールはどうあるべきかと。各省、上川大臣の視

察時にも、結局現用文書と非公開の文書とで、公開の範囲が異なるということがちょっと各省

から見たら移管をちゅうちょする原因となっているというようなことがありましたけれども、

そこをシームレスに行うためには、どういうふうにすべきかと。その際、やっぱり公開を制限

するという方向に持っていったら、それはなかなか世間のご理解は得られないでしょうから、

どういう手立てが必要かといったようなところがあるかと思います。 

 そういうことを考えていきますと、次の５ページでございますけれども、公文書管理担当機
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関の機能・役割としては、ほかにもあるかもしれませんけれども、主にここの①から③あたり

の役割があるのではないかと。そうすると細かい基準づくりまで法律で書いたり、すぐにそう

いう政令で書くといったようなことは、なかなかその細かいことまで書くのかというような話

もございまして、実際できるのかという話もございますので、こういう機能を果たすに当たっ

ては、例えば文書管理委員会のような有識者の意見を聞く場を設けて、それに図った上で決定

するというのも一案なのではないかということでございます。 

 そういうことで、組織の在り方といたしましては、今の内閣府、総務省、独立行政法人国立

公文書館というこういう体制のままでは、このような機能を果たすのではなかなか難しいかと。

その一方で、立法・司法府の文書の受け入れも念頭に置いた場合は、現時点で特別な法人とい

うのを完全に排除してしまうのはどうかなというところもございます。 

 そういうことで、以上を勘案しますと、３月の第２回目のここの会議で、４つの案というの

を資料をお示ししたわけでございますけれども、大体、ここの３つぐらいということで、一つ

は制度官庁、公文書館の機能を内閣府に一元化して、内部部局、これは公文書管理局になりま

すね。外局、これが公文書管理庁、または特別の機関、これは名称はいろいろあると思います

けれども、そういう国の機関として位置づける案。 

 ２番目はいわゆる車の両輪論と申しますか、制度官庁と今の国立公文書館の機能を一体化せ

ずに、それぞれ機能を強化すると。ただ、その場合の公文書館の組織形態につきましては、上

で述べたような特別な法人とする案、そして、③といたしまして、これは総務省、内閣府、そ

して公文書館と今３つに分かれておりますけれども、それをそれぞれ充実強化する案と、こう

いうように３つに分かれるのではないかということでございます。そういう機能を果たしてい

くためには、人員、施設についても計画的な整備を図る必要があるのではないかという点が述

べているところでございます。 

 最後の６ページ、これは独法あるいは地方公共団体の関係、そして次の○は、組織形態を考

える際にも非常に理屈づけの材料になるのかもしれませんけれども、立法府・司法府について

は、公文書館法に基づいて国の機関として既に文書収集対象となっているところでございます

けれども、なかなか移管が進まないというような現状もございますので、その実効をさらに高

めるためにはどのような方策が考えられるのだろうかと。民間につきましては、あるいは国の

機関から独法、あるいは独法から民間に、組織形態の変更があった場合の取り扱い、そして最

後に書いてございますが、そのＩＴ化の流れ、これは否定できないわけでございますけれども、

空海の書いた筆の文書は千年も残っているというところもございますので、そういう意味で、
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紙媒体の優位性というのも考慮することが必要なのかなという点について、書いてあるところ

でございます。 

 前回まで５回の本有識者会議での議論を踏まえまして、いわゆる方向性みたいなものをまと

めますと、こういうようなことかなというのでまとめたものでございますけれども、抜けてい

る点、あるいはさらに進めるべき点と多々あると思いますので、ご意見のほうをよろしくお願

いしたいと考えております。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 ご苦労さまでした。 

 これまでの皆さんのご意見、提出された資料の中のポイント、そういうものを網羅的に拾っ

てあるというように思いますが、きょうのご意見はまたこれに加えていかなくてはいけません

けれども、大体拾っていただいているように思います。しかし、落ちもあるかもしれませんの

で、もしお気づきの点がございましたらご指摘をいただきたいと思います。 

 それではご討議をいただきたいと思いますけれども、ちょっと長いものですから、区切って

やっていきたいと思います。まずこの資料４の１．現状認識、それから２．文書管理の理念、

それから３．制度設計に当たっての基本的な考え方、この３つ、いわば言ってみればちょっと

頭書きといいますか、総論といいますか、しかしこれは本当にここが印象的かどうかというの

は後に非常に大きな影響を与えますので、ひとついろいろなアイデアをお示しいただけたらと

いうように思います。 

 どうぞ。 

○後藤委員 ２のところ、理念のところですけれども、英語で「ビリティー」の韻を踏んで、

とても工夫があってよくまとまって印象的だと思うんですけれども、そこへ食い込ませるのは

難しいと思うんですが、検討していただきたい論点が２つばかりあるんです。１つはきょうの

野口委員の報告にもありましたけれども、ＮＡＲＡの戦略計画書で証拠的記録という言葉があ

るんですね。一方、医療ですとか教育では、このところ「エビデンスベイスド」というのが盛

んに言われていて、証拠に基づく医療とか教育とかということなんだと思いますけれども、エ

ビデンスベーストガバメントといいますか、そういうふうな考え方が大事だと思うんですが、

どこかへ言葉というよりそういう考え方が組み込めればいいなと思いました。 

 それからもう一点は、これは前に菊池公文書館長がちょっと触れられていたと思うんですが、

知識資産とか知的資産、みんなで共通に利用でき活用できる知的資産を、こういう文書管理を

通じて蓄積していくんだという考え方があると思いますし、カナダの館なんかでもそういうこ
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とを言っていたように思うんですが、そこもなんか少し積極的というか、現代的になるのかな

という、そういうことを思いました。本当のこれもつけ足しですけれども、余りこだわるとい

うことでもなんですけれども。２のところでご検討いただければと思います。 

○尾崎座長 ありがとうございました。よく考えてみます。 

 ほかに。私が余り物を言うのは本当はいけないんですけれども、現状認識が誤廃棄や倉庫へ

の放置とか、そういう事例というのは、確かにそのとおりなんですけれども、そういうところ

から始まって、我々議論しているのかなという感じは実はありまして、もちろんそういう要素

はあるんですよ。非常に重要な要素だと思いますけれども。もう少し何か次元の高い話がある

ような気がするんですね。こういう事件が起きなかったら、今のままでいいのかといったら、

決してそうではないという気がするものですから、だから諸外国と比べて非常におくれている

ということもありますし、それから行政・司法にまで及ぶことに、法の建前上はなっているん

だけれども、そういう認識がされていないと。例えば、２の文書管理の理念というのがありま

すね。（１）で「文書作成義務の法定化、文書ファイルの標準化等により、行政の意思決定過

程を通じた」というふうに、ここで行政だけになってしまうんですよね。だからそういうとこ

ろ、つまり頭が切りかわっていないと。そういうことを、それでいいのかねと。もう一回、行

政・立法・司法を通じた先ほどのお話のような知的資産というものをしっかり蓄えて、そうい

う将来の人たちのために、将来の人たちの歴史に貢献すると。自分たちは歴史の中に消えてし

まうけれども、ちゃんと残すべきものを残していくというようなそういうレベルの話、あるい

は国民、日本人としてのアイデンティティー、そういうようなものに貢献していくということ、

なんかその種の話が少しほしいかなという気がしますけれども、いかがでしょうかね。 

 朝倉さん。 

○朝倉委員 それに関連してというか、それ以前の問題として、そもそも先進国にふさわしい

云々という書き方がちょっと次元が低いかなと。今、座長もおっしゃったように、記録やら伝

統やら、あるいは知的資産、知識資産といいますか、そういったところが多分この問題意識の

深いところで、先ほど報告でも各国それぞれがやっぱり一つの伝統なりに立脚していると、こ

ういうことでありまして、確かに若干は少しはおくれてはいるけれども、これは先進国か後進

国かという話ではないんだと思うんですよね。ちょっとそういう意味ではやはり座長のおっし

ゃったように、ちょっと問題意識の次元が少し違うかなと。こういう言い方というのは、きっ

と割合近くの近代化大国とか先進大国とかをスローガンにしている国がありますけれども、そ

ういったイメージでちょっと嫌な感じだなという、言葉遣いは悪いんですけれどもね。その限
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りで言えば、今座長がおっしゃったように、ちょっと何かプラスアルファがあっていいかなと

いう感じも私もいたします。 

○尾崎座長 ほかに、どうぞ高橋先生。 

○高橋（滋）委員 ちょっとこの話は事務局に教えていただきたいんですけれども、先ほどの

アメリカの話ですが、効率的かつ経済的な文書管理という視点も文書管理にはあって、特にア

メリカではこれ宇賀先生はお詳しいと思いますが、過剰な文書の作成というのを抑制するため

のプログラム等、さまざまな取り組みがあるわけですね。 

 つまり、適切な文書管理のためには把握し切れないような膨大な文書をつくって、それを抱

えるといったようなこともある種の問題なわけで、行政効率上の点で過剰な文書をつくらない、

スリムでかつ有効な文書管理をつくるという視点というのは、アメリカなんかでは多分あった

んだと思います。その辺の視点は、今回の日本の文書管理の在り方を検討する際にはどういう

ふうにお考えなのかなというところを、ちょっとお聞かせいただきたいのです。よろしくお願

いします。 

○山崎室長 確かに我々日常業務を通じましてもいっぱいペーパーをつくっておりまして、外

部からも要は書類つくり過ぎだというご意見があるのは承知しておりまして、ご指摘のように、

アメリカはペーパーリダクションアクトとか、そういうことで効率的な運営をしているようで

ございますので、関心事、当然検討項目には入るのではないかなと。確かに明示的には今書い

ておりませんけれども、そういう意識改革というのは必要かなと思っております。 

○高橋（滋）委員 どうもありがとうございました。 

○高橋（伸）委員 今のご意見にも関連すると思うんですけれども、私は文書の利活用の促進

というのが、論点、方向性の検討には入っているんですけれども、文書管理の理念の中にそう

いった要素は入れておくべきではないかなというふうに感じます。現在、出ている３つのこと

というのは、管理・保存には物すごく有効な理念をしっかり書いていただいてあると思うんで

すが、そもそも活用するために文書管理はあるのではないかと。そういうことに関してのとこ

ろがちょっと盛り込み足りないといいますか、読めないようにも思ったんですね。ですから４

つ目として何がいいのかわかりませんけれども、効率的ということも含めて可用性、アベイラ

ビリティーとか、何かそういうものがあって、４つぐらいあってもいいのではないかという感

じはしておりますけれども、いかがでしょうか。 

○尾崎座長 現状認識にですか。 

○高橋（伸）委員 ごめんなさい。文書管理の理念のところ、今３つなんですが、もう一つ利
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活用とか可用性とかそういうものが必要ではないかと。 

○尾崎座長 わかりました。 

 加藤先生。 

○加藤委員 現状認識と理念の双方にかかわるかもしれないんですが、基本はやはり国民の権

利を実質的に増進するものだという点の他、日本としての政策決定をしていく際に非常にプラ

スになる文書管理だということをすごくアピールすべきだと思いまして、最近読んでいて面白

かったのは、中央公論の最新号ですか、中川昭一元農水大臣が、やはり農業というのを積極的

にアピールするんだということをおっしゃったときに、やはりご自身が1998年と2005年の２

度の農水大臣をおやりになりましたが、その1999年の食料・農業・農村基本法について言及

なさっていました。ただ、私はふと思ったのは、やはり1998年に例えば中川農相が頑張った

ということを農水省のホームページに行きまして検索をかけて、例えば審議会とか政策とか、

そういうところでやはりわかるんだろうかと。つまり、中川農水大臣がやった農政がどれだけ

プラスでどこまで有効であったかというのを検証してみることが、もはや今例えば輸出国にな

るまで頑張ろうかというときに、やはり必要ですね。もはや10年前のことですけれども。 

 ですからその辺の、有効に残されて、迅速な政策決定に生かせるようなフィードバックがな

され得る文書管理、それ自体が国民、そして国益を利するんだということを書いたりしていけ

ば一番いいなと思いますね。やはり今、事務局にお読みいただいた１番、２番を読んでいて思

ったのですが、現在の切迫した問題、たとえば子どもの教育費、どうしようという、もしくは

自分の明日の食費をどうしようという人々がこのような公文書の問題に関する新聞報道を見た

ときに、やはり無関心たらざるをえない現実があると思うんですね。そうした方々が、やはり

何で後期高齢者などの社会保障では80兆円使うのに、子ども関連では４兆円しか使われない

のかなど、そのようなことを考えたときに、公文書館に必ずきちんと残される公文書で20年

前ぐらいからの政策が評価できるんだと。ここが大事だと思うんですね。ですからやはり愚者

は経験に学び、賢者は歴史に学ぶではないですけれども、その歴史に学ぼうとしたときに、早

くフィードバックができる体制をつくり得るのが文書管理なんだというところをどうにか伝え

ていきたいなと思います。 

 以上です。 

○尾崎座長 よく理解できますね。 

 ちょっと私が質問するのは変なんですけれども、教えてください。３の制度設計、（１）か

ら（５）までありますね。それで１、２、３、５というのは文章が「仕組みをつくる。」で終
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わっているんですね。それで４のところだけ「計画的に取り組む。」となっているのは、何か

特別な意味があるんですか。 

○山崎室長 いえ、特別な意味はございませんけれども、確かに仕組みをつくるに当たっての

その仕組みの方法なので、そういう意味では（４）は最後に置いたほうがいいのかもしれませ

ん。 

○尾崎座長 というのは、これはやっぱりほかのものとちょっと異質なんですか。 

○山崎室長 そういう仕組みをつくる上での要は工程表ではないですけれども、この明確な実

施スケジュールのもとで計画的に取り組むべきという、そういう仕組みをつくる点での留意点

を書いているので、確かにちょっと表現ぶりが違うと言われればそういうところでちょっと工

夫の余地があるのかもしれません。 

○尾崎座長 別段、意図してやったわけではない。 

○山崎室長 はい。 

○尾崎座長 そうですか。 

 ほかに。よろしければ、それでは次に進めましょうか。 

 資料４に行きます。（１）の文書の作成というところ、いかがでしょうか。その１つだけや

りたいと思います。文書の作成。 

 高橋先生。 

○高橋（滋）委員 文書主義を法律で明示するというのはすばらしいことで、ぜひ実現してい

ただきたいと思います。 

 ただ、文書主義をどう規定するのかという話があると思いまして、実は作成と保存は一体の

ようなものであります。日々作成するものを随時保存していくということでありますし、そう

いう意味ではこの２番目の項目においても「作成・保存すべき文書」ということで、既に保存

の話も入ってきております。また、上の文書主義についても「遂行に当たって」と、こう書い

てありますので、必ずしも作成だけを視野に入れた話ではないように思われます。したがって、

（１）の作成ということだけに限定してしまいますと、誤解を招きやすいと思いますので、ぜ

ひ「等」を付加して、作成だけに限らないということを、そこに含みを持たせていただきたい

なというのが第１点です。 

 それから２番目ですが、文書主義の中身の話です。先ほど申しましたように実体的にどこま

で有効なその文書主義の規範内容を充実させていくのかというのが重要です。そういう意味で

は２番目の項目にありますように、「合理的に跡づけることができる文書をきちんと残しまし
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ょう」というそこの内容を、ぜひ政令レベルでいいと思いますが、実体的な規範として明文化

していくことをお願いしたいと思います。さらにいうと、外形的基準と定性的基準の中身も、

そのような視点から具体的な中身をぜひつくっていただければなというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 この（１）、ほかにございますか。文書の作成に触れるということが非常に大きな意味があ

りますよね。今まで作成のところは触れていなかったわけですから、それ自体、存在価値が非

常にあると思いますが。 

 それでは、（２）の整理・保存のほうに行きたいと思います。いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○菊池館長 公文書館で各省庁との文書の移管について、職員が毎年苦労している経験からい

いますと、これは宇賀先生なんかにもお聞きしたほうがいいのかもしれませんが、情報公開法

では重要な文書であれば保存年限が長いんですね。閣議にかけたものとか、重要な政策決定の

ものは30年間の保存。これは保存期限イコール開示請求があった場合に、情報公開で対応し

なければならない。そういうことで安易に破棄してはだめですよ、保存していなさいというこ

とで30年間現用文書として保存するという。ただ、現用文書として保存するけれども、その

現用とするゆえんは多分開示請求があったときに対応するための現用である。だからその間は

公文書館には移管しないというのが今の仕組みなんですね。ところが30年間というのは、こ

れはよく私はあちらこちらで言うんですが、公務員が二十幾つで採用されて五十幾つになって

もうそろそろ定年も近くなってきたなとか、組織の中では。30年間というと行政のサイクル

でいうと、その間、組織の変遷もありますし、行政課題の変遷もあると。30年間、文書を現

用で保存しておくということは、ある意味でいうとその途中で誤廃棄だとか、さっき話しあり

ました誤廃棄があったり、それから組織の変遷でもってどこかに行方不明になってしまうとい

うようなことも長いことがあるんですね。 

 情報公開に対応するために、重要文書だから30年間保存する。ところが30年間も保存して

いる間に、往々にしてなくなってしまったり、その間にほかの文書と一緒に一体として保存さ

れるべきものが、短い期間で捨てられて、結局閣議請議書だけが上書きだけが残るというよう

な形で、非常にやせ細った形の記録管理になってしまうというようなことが往々にしてあるも

のです。重要文書だから30年間の保存期限というものは、情報公開法のほうで定まっている

んですけれども、そこの見直しというものが果たしてできるのかどうかと。今度の文書管理法
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の中で。そこの可能性があるかどうかというところを、一度ご検討いただければと、こう思う

んでございます。 

○尾崎座長 できないことはないんでしょう。それはいかがですか、宇賀先生。 

○宇賀委員 行政機関情報公開法の22条を受けて、行政機関情報公開法のその施行令のほう

で、その文書の保存について定めて、そしてそれまでは永年保存という類型もあったわけです

けれども、それをやめて最低保存年限という形で、そして一番長いものが30年というふうに

定まったわけですね。 

 そのときの基本的な考え方というのは、要するにアカウンタビリティーを確保するために必

要な年限は保存しましょうということで、つまり重要な文書であればそれに応じて長い期間確

実に保存しておきましょうという、そういう考え方であったと思うんですね。ただ、そのとき

にもちろん歴史的に重要な文書であれば、今度は国立公文書館等のところに、今度は非現用に

なったところに移管されて、そしてそこでアクセスできれば、アカウンタビリティーというの

は確保されるということであるわけですけれども、そのときにはまだいわば現用の部分を中心

に考えていて、その重要な文書が確実にそうした歴史的な文書として、国立公文書館等に移管

されるというところまで、制度的に明確に組み込んだ形になっていなかったわけですね。です

からあくまでその現用段階を考えて、現用段階においてアカウンタビリティーを確保するのに

重要な期間を保存しましょうということだったわけです。ですからそこが現用文書と非現用文

書との全体のライフサイクルの中で、そういう重要な文書であれば、その現用文書としての保

存期間を短くしても確実にそれが非現用という取り扱いになっても、その歴史的文書として確

実にそれが移管され、保存され、そしてそこでアクセスできるということであれば、現用のほ

うのその保存期間についても今までと同じ考え方をする必要はなくなってくると思います。ラ

イフサイクル全体を通じた形で、そこのところを考え直すという余地はあると思います。 

○尾崎座長 つまり、現状を見ながら問題があるんであれば、それは直せますよね。附則か何

かで直してやればいいわけでしょう。 

○菊池館長 ありがとうございます。私どもに対しても、移管協議の中で、この文書はまだ実

際に制度が動いていますから、この法律の原義は大変重要で、自分のところからは絶対離せな

いと、こういうようなことをおっしゃる省庁があるんですね。そんなことを言う省庁に対して

は、では日本国憲法というのはもう毎日日々動いている法律だけれども、それはもう公文書館

に当然もう重要な文書として入っていますよと。あれは別に死んだ法律でも何でもないんです

けれども、とこういうことを言うと、そこでうっと詰まられる人たちがいるんですが、やっぱ
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りそういうような感じがあって、これはまだ制度が動いている法律だから、なかなかその原義

は公文書館に移管し得ない。いい保存体制をとれないということをおっしゃるところがあるも

のですから、それはこういう機会にやっぱりこの保存のところで一度はっきりさせておいてい

ただけるとありがたいなと、こういう公文書館サイドからの要望でございます。 

○尾崎座長 保存の重要性を再認識するということですね。 

○菊池館長 そうですね。 

○尾崎座長 ほかにございますでしょうか。 

○野口委員 すみません。少し小さいお話になってしまうんですけれども、３ページ目のとこ

ろ、（２）というところに、レコード・スケジュールのようなものを導入することが可能かと

いう議論がここでぽっと出てくるんですが、行動スケジュールというのはもちろん整理・保存

の話にもかかわるわけですが、作成の話にもかかわりますし、また（３）というところで、延

長・移管・廃棄の話にも大きくかかわる話でございますので、これ位置づけがここでよろしい

のかどうかというのは、もう一度、範囲を検討していただければというふうに思います。 

○尾崎座長 ほかにいかがでしょうか。 

 この３ページの下から２つ目の○のところに、監査等のチェック体制の充実強化というのが

ありますね。この監査はどこがやるかというのは、まだ特に何も考えていないの。 

○山崎室長 大きく２つに分けまして、自主的にやる内部監査と、あと外部の人も含めた形の

外部監査という２種類があると思いますけれども、特段、この方向性は現時点では出しており

ませんので、ご議論あればそれも踏まえてまたこれは入れ込んでいきたいと考えております。 

○尾崎座長 では（３）延長・移管・廃棄というところに行きたいと思います。 

 すみません、私ばかりで。（４）の上の○に、その文書管理の専門家を各府省に配置しとい

うこの配置は、各府省の人として置くという意味ですか。それともどこかほかのところにプー

ルしてあるような人を派遣するという意味ですか。 

○山崎室長 これはちょっとここは舌足らずかもしれませんけれども、要は公文書管理担当機

関にプールしておくのか、あるいは各省庁に各省職員として配置するのか、両方あるだろうと

いうことで書いた部分でございます。 

○尾崎座長 それはまだこれからなんですか。 

○山崎室長 ええ。ということでございます。プールというのは、公文書管理担当機関にプー

ルして必要に応じて各省に行くという方法もあるでしょうし、各府省に配置するという方法も

あるでしょうし、あるいはその両方もあるかもしれません。 
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○尾崎座長 ついでにもう一つ教えてください。上から２つ目の○の下から３行目に、権限以

外の問題はないのかというのが、どういうことなんですか。 

○山崎室長 例えば、権限があって、もちろん権限も大切なんですけれども、その権限以外に

実効性の担保する仕組みとかそういうのがあるのかないのかを含めて、そういう問題点もある

のではないかと。それはなくて権限があればちゃんとうまくというんだったらそれでもいいで

すけれども、そのほかにもいろいろと考慮する点、議論する点はあるのかなというので書いた

ものでございます。 

○尾崎座長 そうですか。そういう点も議論してほしいということですか。わかりました。 

○高橋（滋）委員 ２番目の項目の話ですけれども、まず権限ということにつきましては、例

えば総務省のほうで行政監察などをやられていて、各省の文書管理について、定期的にもしく

は必要に応じて調査に入って必要な勧告をするとことも、制度設計上は当然あり得るのかなと

思いました。その辺のバリエーションもお考えいただきたいのが第１点です。次に、２番目は

前に申し上げたんですが、この話は、法律のところでどこまで強く縛るのかというところと、

相関関係の話だというふうに思います。実体法上、どこまで強く縛った上で、では届け出で済

ませるのか、それともそこは法律にはふわっと書いておいた上で、こちらのほうで強い関与権

を認めて担保するのかと、いろいろなバリエーションはあると思います。そこはいろいろな選

択肢をぜひお考えいただきたいなというふうに思いました。 

 以上です。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

○菊池館長 ここもちょっと実務の経験といいますか、実務のサイドからいいますと、毎年

100万ファイルに及ぶファイル管理簿から、大体各省庁から出てくるのが数千ファイルぐらい。

あと残りの廃棄されるものになる中から、みんな専門官が選び出して、このくらいのものは移

管していただけませんか、破棄するんだったら、ということで破棄しないで公文書館への移管

協議ということを実際にやるわけです。これも実は公文書館がやっているというよりも、本当

は総理と各省大臣がなさる協議を、実質的に公文書館が肩がわりしてその専門官がやっている

という、隔靴掻痒のような感じでやっているわけです。そういう形で協議すると、破棄すると

いっていたものについても、移管するのなら、それでは破棄はしないで、保存延長にしてしま

いますという形で、結果的に公文書館に入ってこなくなってしまうんです。もともと廃棄する

といっていたものですから、それはもう破棄なさらないで公文書館のほうで保存させてくださ

いとこういうことを言うと、もうそれはとにかく公文書館には渡したくないというところが一
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つの話の出発点なんだろうと思うんですね。 

 そこの部分をその権限の問題とかということよりも、判断をだれが最終的な判断権を有する

のか。一遍破棄されてしまうと、未来永劫、復元するわけにはいかないわけです。保存延長し

た上で、その再度延長した保存期間が終われば、それでは移管していただけますねという形の

お約束ができればいいんですけれども、先ほどの話ではないんですけれども、30年保存のも

のが満了になりますから、では移管してくださいというと、いやまあ保存延長ですと。また

30年間延長してしまいますという話になってしまうんで、この間、どこかでお話がありまし

たけれども、神奈川県の例だったと思いますけれども、保存延長をした場合でも最大限どれだ

けで、それは１回限りよとか、２回限りよとかという形であれをしていただかないと、保存延

長で未来永劫、移管されない。そのうちにどこかで紛失したり、あるいはいつの間にかファイ

ル管理簿からも消えてしまって、いつの間にか破棄されてしまうという実務上の危惧があり、

現実にそういう例がないわけではないんだろうと思うんです。 

 ですから、ここはぜひ移管すべき文書の特定について、権限というよりも判断をどこがする

のか。延長した場合の担保はどこでするのかということは、これは制度設計の上ではぜひお考

え置きいただきたいなと、こういうことです。 

○尾崎座長 恐らく、判断する人というのは、権限があるということだと思うんですけれども、

同じことではないかと。 

○菊池館長 そうでしょうけれども。 

○尾崎座長 野口先生、それは今のような破棄というか、公文書館長の今のお話は、権限とし

てはアメリカの場合には公文書館長、ＮＡＲＡのほうで決めると、そういうわけですね。 

○野口委員 はい。それからいつまでたってもという問題については、アメリカで30年以内

ルールというのがあって、紙媒体の記録については30年以内に必ず移管をするようにという

ルールになっていました。 

○尾崎座長 だから抱え込んでいるのは、やっぱりその癖をなくさなくてはいけませんよね。

やっぱり移管が原則ということでいくんでしょうね。 

 この延長・移管・廃棄の問題は本当に一つの基本ですので、またこれからもご意見伺いたい

と思いますが、とりあえず今は文書の利活用の促進のほうに移りたいと思います。 

 こちらはいかがでしょうか。 

 先ほど、ちょっとお話があった部分ですが。 

○高橋（滋）委員 利活用の話、２番目の項目の話ですが、私も情報公開法の設定のときに、
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いろいろな話を各省の方とお話ししたときに、基準がずれているのが非常に不安だということ

をおっしゃった方がいらっしゃいました。これは、印象に残っています。そういう意味では、

その懸念が本当にそうなのか、別なのか、杞憂なのかは別にして、その懸念があるということ

が現実に移管を妨げているということは、否定できないんだろうと思います。 

 そのときに、では後退というご批判をちょうだいしないで、どうやって移管を進めるかとい

う話になります。その際には、実際の支障がある場合は出せないわけで、実際に支障があるか

どうかの判断が、第三者機関できちんと担保されていないところにいろいろ問題があるんだろ

うと思います。 

 そういう意味では、現行の情報公開法と同じように、第三者機関とか、ある意味では裁判所

もいいですが、きちんと支障があるかどうかの判断は、客観的にしっかり判断するという仕組

みをつくれば、後退したというご批判をちょうだいしないですむでしょう。かつ、同時に、移

管を進めることができると思っています。具体的にいうと、情報公開法と同じ仕組みを設けた

上で、同じルールで運用するということを考えるというのも一つの手かなというふうに思いま

した。 

 以上です。 

○尾崎座長 野口先生、アメリカはそこどうなっているんですか。 

○野口委員 アメリカでは、第三者組織というようなものはないんですけれども、原局という

か、行政機関のほうがＮＡＲＡに送るときに制限をつけるということができます。この文書に

ついてはこれこれこういう機密文書であるので、ＮＡＲＡでの利用についてはそこを制限して、

利用を制限してほしいということをつける権限が各省庁には与えられていると。ただ、その制

限についても最大30年で切れるということになっておりまして、実際にはアメリカでも各省

で制限をつけるわけですけれども、ＮＡＲＡはその制限に対して、本当にこの制限でいいのか

ということをまさにチェックをして、この制限はかかり過ぎているから制限を外せというよう

なことを省庁とＮＡＲＡとの間でやりとりをして、公開に向けて早期に制限が解除をされてし

まうというような事例もどうもあるようでして、そこが日本の状況とある意味似ているんです

けれども、そういうことで、ＮＡＲＡに行ってしまうと機密にしておきたいところが公開され

やすくなるという状況にあるので、行政機関のほうが割りとヘジテートする一つの理由になっ

ているというような状況がどうもあるようでございます。 

○尾崎座長 ほかにご意見がないようでございますが、次、（５）と（６）、これ公文書管理

担当機関の機能・役割というのと、公文書管理担当機関の組織の在り方、両方とも公文書管理

－36－ 



担当機関の話でございますので、両方ひっくるめてご議論いただきたいと思います。 

○朝倉委員 ちょっと質問してよろしいですか。（６）の２番目の○ですが、行政部内の機関

のままでは調整が円滑に進まない可能性もあり、というのがどういうことなのか。その関連で

ここで特別な法人というのをここへ持ってきたというところもちょっとどういう考え方なのか、

ちょっとお聞きしたいということです。先ほど、３月には４案があったのがということ……そ

の特別な法人というのは、別なところへくっついた形になっていますが、その下の○の①、こ

の場合は特別な法人にしなくていいということなのかどうか。ちょっとその辺は。 

○山崎室長 ここは円滑に進まないならといったほうがより正確かもしれませんけれども、結

局、行政機関の中にあると、要は三権分立ですのでちょっとその司法とか立法機関から見ると、

ちょっと頼みにくいとか、そういうようなことがあり得るのではないかと。そういうような場

合は、例えば法テラスというのがございまして、法務省と最高裁長官のいわゆる特別な、独法

ではなくて、特別な法人みたいなものがございますけれども、そういうようにするのも一つ考

えられるのではないかという趣旨でございます。 

 この①から③でございますけれども、①は要は国の機関に戻すと。３月の４つの案で言った

ら、第１案でございます。その第１案で３月のときには一番代表的な例ということで、公文書

管理庁という形でお示ししたんでございますけれども、国に戻す場合は、その公文書管理庁と

いう場合もあるし、あるいは公文書管理局という内部部局の可能性もございますし、あるいは

特別の機関という、この３通りありますので、ちょっとその３通り書いてあるということです

けれども、要は全部国の機関に戻すと、そういう案でございます。 

 ②は、その４案でいいますと第２案の独法のままその車の両輪というのと、③のちょっと特

別な法人というのを合わさった案といったようなものでございまして、全部国に戻すんではな

くて、その制度官庁のほうは一元化するんですけれども、その実施部門といいますか、そうい

う公文書館的な機能については、上の白丸も念頭に置いて、独法のままというのもあれですの

で、もちろんそういう選択肢も、議論の選択はあるかもしれませんけれども、特別の法人にす

ればどうかと、そういう案になっている次第でございます。 

○尾崎座長 やはり、立法・司法・行政と三権にわたって権限を行使するという機関というの

は、ほかにないと思うんですね。今、既にそうなっているんですね。ところがそれが非常に弱

い存在で、実際は何もできないと。そこで、それにふさわしい仕事をしてもらえるような、そ

ういう特別の法人というのはやっぱり一つの案としてあり得るんだと思うんですね。そういう

ものができたら、あるいはベストかもしれない。しかし今ないものをつくるわけですから、周
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囲の賛成が得られるかどうかということはもちろんあると思うんですが、つまりアーキビスト

オブジャパンができるわけですね。それができたらいいかなという気がするんですけれどもね。

ここは本当に悩ましいところなんですね。 

 いずれにせよ、今のステータスではうまくいかないというところは、皆さん意見が一致して

おられるんだと思うんですが、いっそのこと国にしてしまえというところから、特別な法人、

新しい今までにないような分野の法人を一つつくる。アーキビストオブジャパンが全部統括す

るというものをつくると。その辺の間を揺れ動いて何案かになってしまうわけですね。 

○加藤委員 短くいいます。（５）の１つ目の○のあたりで、加える機能としては今、菊池公

文書館長などが非常に頑張ってやっておられる、文書管理に関する国際的な活動という部分は

もう既にやられているとすると、その文書管理に関するその標準化活動というんでしょうか。

例えば日本はいかにも電子文書などを保存したり、管理したりするシステムの構築なんていう

点では恐らく世界にむしろこういうのが世界標準だよというのを、公文書管理の点ば後ろから

走っている国ですけれども、実はマニアチックにできそうな国だと思っていますので、やはり

文書管理に関する標準化活動で、ナショナルセンター機能を担うということも目指したり、あ

と中間書庫の管理というのも、もちろん文書の延長・移管・廃棄の部分で含まれるとは思うん

ですけれども、ここで中間書庫について各省庁のロッカールームとして使ってください、大家

さんは担当機関ですよというような感じのイメージも加えておいたほうがいいような気もしま

すので、１つ目の点です。 

○尾崎座長 高橋先生どうぞ。 

○高橋（滋）委員 これは多分前に申し上げたことだと思うんですけれども、組織論を考える

上で、各省の文書管理について、踏み込んだ関与をしていくという機能と、実際上文書管理す

るという２つの機能が期待されていて、少なくとも各省の文書管理に踏み込んで何らかの関与

をするということは、これは国の機関でやるべきことです。そして、この機能は、独法とか特

別な法人ということでは、なかなか発揮しにくい部分だろうと思います。ただ逆に言って、実

際の文書管理に長けた方でないと、実際上専門的にそういうものに踏み込むということも難し

い。二律背反的なところがあって、そこをうまく制度設計を考えていく必要があると思ってお

ります。 

 したがって、制度設計いろいろとあると思いますが、そこの観点をぜひ考えていただいて、

前にも申し上げましたが、②、③であればその各省の文書管理に踏み込む場合については、少

なくとも併任をかけるとか、文書管理官みたいな特別な職という形で位置づけるとか、ぜひそ
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ういういわゆる視点を制度設計の場合には保持していただきたいと思っております。 

 以上です。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 この５ページの一番下の人員・施設の計画的整備を図り、云々というのは、これは実は中間

報告としては、これが実は一番大切なんですね。骨太の方針というのがありまして、それの適

用対象、つまり予算マターなものですから、ただ２行しか書いてありませんけれども、ここの

ところは次回以降のご審議でちょっと大切なところであるということです。 

 最後にその他のところ、時間を過ぎておりまして、もうちょっと非常にこのペーパーは重要

なものですから、ちょっとあと数分我慢をしていただきまして、いかがでしょうか。７．その

他の部分。あるいはこんなことが抜けているよというようなお話しございましたら。 

 どうぞ。 

○菊池館長 よろしゅうございますか。２点、１つは一番最後のところに、デジタル・アーカ

イブス化ということが出て、これは私ども公文書館本体もデジタル・アーカイブなんですが、

ぜひお忘れいただきたくないというか、ご検討いただきたいのは、念頭に置いておいていただ

きたいのは、私どものところで国立公文書館に附置されていますアジア歴史資料センター、こ

れはまさに世界でも誇り得るようなデジタル・アーカイブとして、公文書館の資料のみならず、

外交史料館、それから防衛省の防衛研究所図書館の旧陸海軍資料を画像として提供し、既に

1,500万画像以上を提供しているわけで、国際的にも非常に信用されてきております。 

 ただ、法律上、何も書いていない、閣議決定でやっているというような形のものですから、

これの位置づけをぜひ新たな公文書館の行き方としては、省庁を超えた形でのやり方として非

常にいいんではないかとこう思いますので、それをぜひメンションしていただくということが、

一つお願いしたいなということが１点。ここに独立行政法人から民間法人に組織変更の形態が

あった場合の文書の保存、これ実は最近私はある専門の先生からの受け売りでございますけれ

ども、今、実は公益法人の見直し、公益認定の見直しをやっているところで、従来、公益法人

ということでもって非常に貴重な資料を持っていて、日経新聞の松岡さんなんかが記事に書い

ておられますけれども、満鉄会なんていうのが戦前の満鉄の資料を永々として、その関係者が

保存してきている。ところがその満鉄会というのが、果たして今後公益法人として認定され得

るのかどうかというようなことになると、そういう資料あるいは戦前からの霞会館とか、こう

いうものが散逸する可能性があるんですね。存立の基盤がなくなると。こういうような部分で、

今やられている行政改革とか、あるいは公益法人の見直しという中で、特殊法人から独法、あ
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るいは独法から民間法人という流れと同時並行して公益法人という膨大な部分が、もしかする

と資料散逸のその危機にさらされていくかもしれないと。確かにさらされるだろうと思われる

ような部分がありますので、そこはぜひお忘れいただかないように、そういうものに対しても

必要な手当てができるような余地を、どこかにのり代を残しておいていただくということをぜ

ひお願いしたいと思います。 

○尾崎座長 わかりました。 

 宇賀先生、どうぞ。 

○宇賀委員 （７）の２つ目の○の部分で、これは１のところで座長がおっしゃられたことと

も関連するんですけれども、国立公文書館法で国の機関からということで、立法・司法が対象

になっているにもかかわらず、実際には移管のためのその協議の定めがいまだにできていない

という、そういう状況にあるわけで、本来、情報公開もそうなんですけれども、国民主権の理

念にのっとりというときには、これは別に行政に限る話ではなくて、立法・司法も同じように

国民主権の理念にのっとって国民に対してアカウンタビリティーを負っているわけです。 

 ですから、本来は情報公開法を行政機関に限る理屈はなくて、立法機関、司法機関同様にす

べきであって、実際、多くの国がそうしているわけですね。ただ、我が国の場合には情報公開

法を制定するときに、行政改革委員会設置法に基づいて、行政機関の情報公開について審議す

るということでしたから、初めから所掌事務外であったわけですけれども、本来はそういうこ

とですから、実際に内閣提出法案のときにそこまでいけるかという話はもちろんいろいろなハ

ードルがあることは十分承知しておりますけれども、理念としてはそうなんだということをや

っぱり明確にしておいていただきたいというように思うんです。そういう意味では、各論に入

る前のその１、２あたりに出てくる行政という部分は、できれば国というふうにこの段階では

しておいていただいて、本来、この問題というのは行政だけに限られるものではなく、立法・

司法を通じた問題だという認識をこの会議としてはできたらしめせればいいんではないかなと

いうふうに考えています。 

○尾崎座長 強調したいところですよね。 

 どうぞ。 

○高橋（伸）委員 一番下の○のＩＴ化のところなんですけれども、２つ目のパラグラフでＩ

Ｔ化を推進する一方で、今後の技術革新や記録媒体の劣化等のリスク（紙媒体の優位性）も考

慮することが必要ではないかとあるんですが、この劣化等のリスクの後に、（紙媒体の優位

性）というふうに書いてあるのは、私はやや違和感がございます。デジタルのさまざまな問題
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があるわけですが、紙ももろもろに問題があって、ここはＩＴ化のことを書くのであれば、今

後の技術革新や記録媒体の劣化等のリスクに配慮し、補完的手段も考慮することが必要ではな

いかという形のほうがよろしいのではないかと思うんですが、ご検討いただけますでしょうか。 

○尾崎座長 次回以降、さらにきょうのところも入れ込んでペーパーをつくりたいと思います

ので、それをもとにご議論いただきたいと思います。 

 ちょっときょう、私の手際が悪くて時間がかかってしまいました。申しわけありませんでし

た。事務局と相談をいたしまして、次回にはまた新しいたたき台を出してご議論いただきたい

と思います。 

 それではスケジュール。 

○山崎室長 今後のスケジュールでございます。 

 お手元の資料５をお開きください。本日、ご議論いただきまして、その後６月に２回開催し

て、サミット前に中間報告という手順になろうかと思います。ちなみに次回は、ちょっと皆さ

ん方のご都合を通じて、ちょっとご都合の悪い方もいらっしゃって恐縮とは思いますけれども、

６月11日の午前10時からと、６月23日の17時ということでお願いしたいと考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○尾崎座長 それでは最後の締めくくりとして大臣から一言ちょうだいしたいと思います。 

○上川担当大臣 大変、長時間にわたりましてご熱心にご議論をいただきまして、本当にあり

がとうございます。特に野口先生におかれましてはアメリカの事例についてただいまの検討に

資するということで、すばらしいご報告をいただいたことに心から感謝申し上げます。 

 きょう、冒頭私が申し上げたゴールド・モデルということでございますが、お手元の資料は

ただいまの文書管理の現場の実態を踏まえた上で、どのような形で改革をしなければ皆様の過

去から未来へ財産を残すことができないという、これまで抜けていた部分について、強く焦点

を当てて取りまとめたものでございます。国民主権や民主主義の礎としての役割とか、あるい

は歴史の長いスパンの中で、過去からまた、いっとき大変不幸な時代の中での文書の取り扱い

という部分も含めて、長い歴史のスパンの中でこれをどういうふうに位置づけるかということ

については、より大きなところでの議論をもう一度していただくことが必要ではないかと思っ

ております。 

 きょういただきましたご指摘は、まさにそこが不十分であるというご指摘だったと思います。

そのことについては十分にこれからの日程でご議論いただきたいと思います。実態をしっかり
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と踏まえた上で、しかしあるべき姿に向けて改善をしていくという意識と、そして行動が伴わ

ないならば、制度も意味がないというふうにも思うぐらい、実態はさまざまでございました。 

 ここのところを意識の改革も含めて、特に官僚の仕組みの中の意思決定に深くかかわってい

る現場の皆さんが、誇りを持って取り組んでいただけるようなものにしていかなければ、歴史

の流れの中でそれを位置づけることができないという思いで本日ご提示したものでございます。

一次資料ということで、一次的なご議論ということでございますので、これからさらなるご議

論を仰ぎたいと思っております。 

 どうぞよろしくお願いいたします。本日はありがとうございました。 

○尾崎座長 ありがとうございました。 

 それでは、恒例によりましてこれから私は記者レクに行ってまいります。お許しをいただき

たいと思います。 

 きょうはどうもありがとうございました。 

午後 ６時５０分閉会 


